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第１編  令和４年度大阪市民経済計算の概況 

 

１ 令和４年度大阪市民経済計算の概要 

 

 

 

 

 

 

図１ 市内総生産及び経済成長率の推移（名目） 

 

 

図２ 市内総生産及び経済成長率の推移（実質） 
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■市内総生産  名目 21 兆 3,279 億円、実質 20 兆 1,453 億円 

■経済成長率  名目 5.2％増加、実質 3.4％増加 

■市民所得   12 兆 3,318 億円（10.1％増加） 

１人あたり市民所得 447.3 万円 
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表１ 市内総生産及び経済成長率の推移（名目・実質） 

 

図３ 市民所得（要素費用表示）及び対前年度増加率の推移 

 

図４ １人あたり市民所得（注）の推移 

 

注：１人当たり市民所得は、市民所得（要素費用表示）を常住人口で除した値で地域経済全体の所得水準を

表す指標ですが、個人の所得（年収）を示すものではありません。 

（百万円、％）
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市内総生産 20,392,374 20,602,354 20,133,982 19,213,092 20,267,936 21,327,945
経済成長率 2.5 1.0 △ 2.3 △ 4.6 5.5 5.2

実質
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大阪市の経済成長率は大阪府及び国の経済成長率と概ね近い動きで推移しており、

令和４年度は大阪府及び国と同様、名目、実質ともにプラス成長となっている。 

 

図５ 名目成長率の推移 

 

 

図６ 実質成長率の推移 
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府内総生産に占める市内総生産の割合は、平成26年度以降、低下傾向となり、

50％を下回って推移している。 

国内総生産に占める市内総生産の割合は、３％代後半で推移している。 

 

図７ 府内総生産及び国内総生産に占める市内総生産の割合（名目）の推移 
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２ 日本経済の概況 

 

世界的に新型コロナウイルス感染症の影響（以下、「コロナ禍」と言う。）が和らぎ、

経済活動の正常化が進む一方、ロシアによるウクライナ侵攻、欧米における急速な金

融引き締め、及び原材料・資源価格の高騰等が世界経済を押し下げた。また、顕著な

インフレ傾向に各国の中央銀行が利上げを進め、為替市場では円安傾向が続いた。こ

うした世界情勢の中、日本国内ではコロナ禍の行動制限解除による消費活動の正常化

が進み、堅調な回復基調が見られた。 

経済活動の正常化が進む中、家計部門では旅行・外食等のサービス消費の回復が続

き、2022 年半ばにかけて衣料品等数年使える商品（半耐久財）の支出が増加、2022 年

度後半には部品の供給の遅れ（コロナ禍などによる生産ストップ）が緩和されたこと

により自動車を中心とした長年使える商品（耐久財）の支出も回復する等、消費は全

体として回復してきた。一方で食料品やエネルギーを中心に物価が上昇し、家計負担

が増加し、一部には消費抑制の動きもみられた。 

企業部門について、製造業では輸送用機械、一般機械等の海外売上比率が高い加工

業種は円安の影響もあり、利益が押し上げられたが、パルプ・紙、非鉄金属、化学等

の素材業種では、原材料価格の高騰や円安による輸入コスト増加により減益となった。

非製造業では、ウィズコロナの下で旅行や外食の再開が進み、卸売・小売が増益を維

持するとともに、陸運や生活関連サービス、宿泊といったコロナ禍で厳しい状況が続

いた業種が増益となった。企業の設備投資は堅調な企業収益を背景に増加しているが、

実質面では物価上昇が下押ししている。 

 

参考：「令和５年度 年次経済財政報告」（内閣府） 
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３ 大阪市における主な経済関連指標の動向 

  ※ 大阪市値のない一部のデータについては、大阪府値を掲載している。 

 

 

 

図８ CI 一致指数（大阪府） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「景気動向指数」（大阪府商工労働部）をもとに、大阪市計画調整局が作成
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 景気変動の大きさやテンポ（量感）を表す大阪府 CI（コンポジット・インデ

ックス）（図８）をみると、コロナ禍後、令和２年度を底に上昇傾向に転じてお

り、令和４年度は令和３年度からさらに上昇し、景気の回復期にあることがう

かがえる。 
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図９ 大阪港の海運貨物（輸移出）トン数（暦年） 

図 10 大阪港の海運貨物（輸移入）トン数（暦年） 
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 大阪港における輸移出・輸移入取扱量（図９、図 10）をみると、コロナ禍後、

いずれも令和２年を底に回復に転じ、令和４年はコロナ禍前の水準まで回復し

ている。 
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図 11 百貨店販売額（大阪市域・年度計） 

 

図 12 スーパー販売額（大阪市域・年度計） 
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 大阪市内における百貨店販売額（図 11）とスーパー販売額（図 12）をみる

と、百貨店販売額はコロナ禍後、減少していたが、令和２年度を底に、令和４

年にはコロナ禍前の水準近くまで回復している。一方、スーパー販売額は百貨

店販売額のような大きな変動は見られない。 
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図 13 新設住宅着工戸数（大阪市域・年度計） 

 

 

 

 

図 14 延べ宿泊者数（大阪市域） 
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 大阪市域における新設住宅着工戸数（図 13）をみると、コロナ禍後、令和２年

度を底に増加に転じ、コロナ禍以前と比較しても高い水準で推移している。 

 大阪市域における延べ宿泊者数（図 14）をみると、コロナ禍後、令和２年度

を底に増加に転じ、令和３年度、令和４年度と対前年度増加で推移しているもの

の、コロナ禍前には及んでいない。 
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図 15 有効求人倍率（大阪市域及び吹田市の一部・暦年平均） 

 

 

 

 

図 16 大阪市の地価公示価格（最高価格、各年１月１日時点） 
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 有効求人倍率（図 15）をみると、コロナ禍後、低下が続いていたが、令和４年

に上昇に転じている。  

商業地と住宅地の地価公示価格（最高価格）（図 16）をみると、商業地はコロ

ナ禍後、下落を続けていたが、令和５年１月１日時点には上昇に転じている。

一方、住宅地はコロナ禍においても上昇幅こそ縮小したものの上昇を続け、令

和５年１月１日時点まで右肩上がりである。 
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図 17 消費者物価指数（大阪市域） 

 

図 18 実質賃金指数（現金給与総額（調査産業計）、大阪府域） 
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 消費者物価指数をみると大阪市内においても全国と同様に物価が上昇してい

る（図 17）。実質賃金指数（図 18）は令和２年まで下落傾向であったところ、

令和３年は上昇に転じるが、令和４年は下落しており、物価上昇が実質賃金指

数低下の一因と推測される。  
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４ 市内総生産（生産側） 

（１）経済活動別の実質成長率及び寄与度 

 ① 令和４年度の状況 

   令和４年度の実質成長率を経済活動別にみると、「宿泊・飲食サービス業」

「運輸・郵便業」など12分類でプラス成長となった一方で、「鉱業」「情報通

信業」など４分類でマイナス成長となっている。 

実質成長率に対する寄与度は、「運輸・郵便業」が0.95％ポイント、「金融・

保険業」が0.64％ポイントでプラス寄与の大きさが目立っている。 

 

図19 経済活動別の実質成長率 

 

 

図20 実質成長率（3.6％）に対する経済活動別寄与度 
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 ② 各年度の推移 

   大阪市における生産額上位４分類（「卸売・小売業」「専門・科学技術、業

務支援サービス業」「不動産業」「情報通信業」）の実質成長率の推移をみる

と、令和４年度は「専門・科学技術、業務支援サービス業」「不動産業」がプ

ラス成長となっている一方で、「卸売・小売業」「情報通信業」がマイナス成

長となっている。 

実質成長率に対する寄与度の推移をみると、令和４年度は、「専門・科学技

術、業務支援サービス業」の寄与度が最も高く、0.6％ポイントのプラス寄与

であった。 

 

図21 経済活動別実質成長率の推移（市生産額上位４分類） 

 

 

図22 実質成長率に対する経済活動別寄与度の推移（市生産額上位４分類） 
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表２ 実質成長率に対する経済活動別寄与度の推移（市生産額上位４分類） 

 

 

③ 大阪府及び国との比較 

令和４年度の実質成長率に対する寄与度について、大阪府及び国と比較する

と、プラス寄与の大きい「運輸・郵便業」「金融・保険業」「専門・科学技術、

業務支援サービス業」などは大阪市・大阪府・国の傾向が一致している。 

 

図23 実質成長率に対する寄与度（経済活動別、市・府・国比較） 
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（２）実質総生産の構成比 

実質総生産の構成比を経済活動別にみると、「卸売・小売業」が令和４年

度において20.9％と最も高いものの、平成23年度と比較すると4.2％ポイン

ト減少している。一方で、「不動産業」は2.1％ポイント、「保健衛生・社

会事業」は1.8％ポイント増加している。 

 

図24 実質生産額に対する経済活動別構成比 

 

 

表３ 実質生産額に対する経済活動別構成比 
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製造業 8.1 8.1 0.0
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（３）国の構成比に対する特化係数（実質） 

国の構成比に対する特化係数を経済活動別にみると、令和４年度は「情報

通信業」「専門・科学技術、業務支援サービス業」「卸売・小売業（下図で

は「商業」）」「金融・保険業」「宿泊・飲食サービス業」「不動産業」な

ど６分類で1.00を上回っている。 

平成23年度と比較すると、「卸売・小売業（下図では「商業」）」「情報

通信業」など７分類で低下している。一方で、「建設業」「不動産業」など

では上昇している。 

 

図25 国の構成比に対する特化係数 
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５ 市民所得の分配 

（１）市民所得（要素費用表示）の推移 

市民所得（要素費用表示）を項目別にみると、「市民雇用者報酬」が増加

傾向にあり、「企業所得」は令和２年度までは減少傾向が続いていたが、令

和３年度からは上昇傾向となっている。 

 

図26 市民所得（要素費用表示）の推移 

 

 

表５ 市民所得（要素費用表示）の推移 
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平成23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

市民所得（要素費用表示） 10,993 10,749 11,047 10,985 11,371 11,120
市民雇用者報酬 6,131 6,233 6,314 6,500 6,597 6,749
財産所得（非企業部門） 660 656 670 639 660 627
企業所得 4,202 3,861 4,064 3,846 4,115 3,745

29年度 30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度
市民所得（要素費用表示） 11,426 11,529 11,221 10,527 11,202 12,332
市民雇用者報酬 6,979 7,259 7,325 7,304 7,524 7,748
財産所得（非企業部門） 677 689 721 707 721 786
企業所得 3,771 3,581 3,175 2,516 2,958 3,798
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（２）市民所得（要素費用表示）の対前年度増加率の推移 

   市民所得（要素費用表示）の対前年度増加率の推移をみると、平成24年度

以降、上下の変動を繰り返している。 

項目別にみると、「市民雇用者報酬」は平成24年度以降、概ね増加傾向と

なっている。「企業所得」は平成24年度から平成30年度までの隔年で増加と

減少を繰り返し、平成30年度から令和２年度までは減少が続いていたが、令

和３年度、令和４年度と増加になった。 

 

図27 市民所得（要素費用表示）対前年度増加率の推移 

 

 

表６ 市民所得（要素費用表示）対前年度増加率の推移 
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（３）市民所得（要素費用表示）増加率に対する寄与度 

 ① 令和４年度の状況 

   市民所得（要素費用表示）増加率に対する寄与度を項目別にみると、「企

業所得（民間法人企業）」が大きくプラスに寄与している。 

 

図28 市民所得増加率（10.1％）に対する寄与度 
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② 各年度の推移 

   市民所得（要素費用表示）増加率に対する寄与度の推移を項目別にみる

と、「市民雇用者報酬（賃金・俸給）」と「企業所得（民間法人企業）」が

特に大きな影響を与えている。 

 

図29 市民所得（要素費用表示）増加率に対する寄与度の推移 

 

 

表７ 市民所得増加率と項目別寄与度の推移 
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平成25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
市民所得増加率（％） 2.8 △ 0.6 3.5 △ 2.2 2.8
寄与度（％ポイント）
　市民雇用者報酬（賃金・俸給） 0.43 1.62 0.53 0.93 1.68
　市民雇用者報酬（雇主の社会負担） 0.32 0.07 0.35 0.41 0.38
　財産所得（一般政府） △ 0.01 0.04 0.08 0.03 0.09
　財産所得（家計） 0.13 △ 0.32 0.11 △ 0.32 0.36
　財産所得（対家計民間非営利団体） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01
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30年度 令和元年度 ２年度 ３年度 4年度
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　企業所得（民間法人企業） △ 1.44 △ 3.17 △ 6.22 3.78 7.81
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（４）市民所得（要素費用表示）の項目別構成比 

   市民所得の構成比を項目別にみると、「市民雇用者報酬（賃金・俸給）」は

増加傾向にあり、平成23年度から令和２年度にかけて10.5％ポイント増加し

たが、令和３年度、令和４年度は「企業所得（民間法人企業）」が増加したた

め、「市民雇用者報酬（賃金・俸給）」の構成比は低下している。 

 

図30 市民所得の項目別構成比の推移 
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６ 市内総生産（支出側） 

（１）実質総生産（支出側）の推移 

   実質総生産（支出側）を需要項目別にみると、「民間最終消費支出」は平

成23年度から平成30年度まで概ね増加傾向であったところ、令和元年度から

２年連続で減少したが、令和３年度、令和４年度と増加した。「地方政府等

最終消費支出」は平成23年度から継続して増加傾向である。 

 

図31 実質総生産（支出側）の推移 

 

 

表８ 実質総生産（支出側）の推移 
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民間最終消費支出 7,228 7,336 7,623 7,490 7,605 7,613
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民間最終消費支出 7,669 7,721 7,717 7,581 7,853 8,163
地方政府等最終消費支出 1,398 1,398 1,429 1,461 1,512 1,517
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（２）実質成長率（支出側）の推移 

   実質総生産（支出側）で大きな割合を占める「民間最終消費支出」は、他

の需要項目と比べて大きな増減はなく、実質成長率（支出側）のトレンドに

近い動きをしている。また、「地方政府等最終消費支出」は、平成25年度を

除いて毎年度増加し、「市内総資本形成」は他の需要項目と比べて年度ごと

の変動が大きくなっている。 

 

図32 需要項目別実質成長率（支出側）の推移 

 

 

表９ 需要項目別実質成長率（支出側）の推移 
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市内総生産（支出側） 1.8 △ 1.0 3.2 △ 0.3 2.4
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市内総資本形成 5.3 △ 7.1 △ 5.5 6.6 8.0



- 24 - 
  

（３）実質成長率（支出側）に対する需要項目別寄与度 

 ① 令和４年度の状況 

   令和４年度の実質成長率（支出側）に対する寄与度を需要項目別にみる

と、「家計最終消費支出」「在庫変動」のプラス寄与が目立っている。 

 

図33 実質成長率（支出側、3.4％）に対する需要項目別寄与度 
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② 各年度の推移 

   実質成長率（支出側）に対する寄与度を需要項目別にみると、年度により

差はあるが、「財貨・サービスの移出入（純）・統計上の不突合・開差」を

除くと、「家計最終消費支出」「総固定資本形成（民間）」の寄与度が大き

な傾向にある。 

 

図34 実質成長率（支出側）に対する需要項目別寄与度の推移 

 

 

表10 実質成長率（支出側）に対する需要項目別寄与度の推移 
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（４）実質総生産（支出側）の構成比 

   実質総生産（支出側）の構成比を需要項目別にみると、「財貨・サービスの

移出入（純）・統計上の不突合・開差」を除くと、「民間最終消費支出」が約

40％を占め、最も大きくなっている。 

 

図35 実質総生産（支出側）の需要項目別構成比の推移 
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付録１ 大都市比較及び国際比較 

１ 大都市比較 

（１）名目総生産額 

令和４年度の大阪市の市内総生産を、東京都及び10政令市の市（都）内総生

産と比較すると、東京都が120兆2,199億円と最も大きく、次いで大阪市が21兆

3,279億円、横浜市が14兆7,629億円、名古屋市が14兆4,745億円と続いている。 

経済活動別構成比をみると、大阪市は「卸売・小売業」が22.5％、「専門・

科学技術、業務支援サービス業」が14.6％、「不動産業」が12.0％の順となっ

ており、「卸売・小売業」の構成比は東京都及び大阪市を含めた11政令市の中

で最も高くなっている。 

 

 

表11 経済活動別 市（都）内総生産及び構成比（名目、令和４年度） 

 

資料：「都民経済計算年報 令和４年度」、各政令指定都市公表の令和４年度市民経済計算 
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256,498 613,550 1,302,088 390,425 152,680 448,660 314,419 990,424 1,049,944 293,233 910,119 981,793 7,703,833

3.3 8.0 16.9 5.1 2.0 5.8 4.1 12.9 13.6 3.8 11.8 12.7 100.0

219,186 308,557 1,033,290 259,144 95,161 232,359 239,645 597,646 671,339 268,138 455,097 629,400 5,008,962

4.4 6.2 20.6 5.2 1.9 4.6 4.8 11.9 13.4 5.4 9.1 12.6 100.0

8,812,197 4,642,348 25,913,379 4,119,704 1,969,847 13,962,416 9,628,951 15,216,895 14,838,087 2,923,292 7,621,725 10,571,088 120,219,929

7.3 3.9 21.6 3.4 1.6 11.6 8.0 12.7 12.3 2.4 6.3 8.8 100.0

1,108,040 616,073 2,023,001 829,588 261,656 982,496 644,028 2,777,017 1,827,144 501,232 1,311,571 1,881,129 14,762,975

7.5 4.2 13.7 5.6 1.8 6.7 4.4 18.8 12.4 3.4 8.9 12.7 100.0

987,086 274,433 623,422 284,918 85,354 434,866 161,932 1,072,927 572,636 186,975 556,365 717,083 5,957,997

16.6 4.6 10.5 4.8 1.4 7.3 2.7 18.0 9.6 3.1 9.3 12.0 100.0

402,198 180,387 475,757 173,758 55,837 122,191 141,600 429,745 292,294 155,935 352,149 451,630 3,233,481

12.4 5.6 14.7 5.4 1.7 3.8 4.4 13.3 9.0 4.8 10.9 14.0 100.0

1,160,090 738,546 3,312,058 854,104 218,409 1,155,491 615,051 1,513,924 1,770,566 446,971 929,108 1,676,112 14,390,430

8.1 5.1 23.0 5.9 1.5 8.0 4.3 10.5 12.3 3.1 6.5 11.6 100.0

1,570,686 333,841 734,576 226,069 175,137 243,032 339,760 781,331 561,678 418,364 636,687 748,060 6,769,221

23.2 4.9 10.9 3.3 2.6 3.6 5.0 11.5 8.3 6.2 9.4 11.1 100.0

1,647,314 897,881 4,807,403 933,330 368,419 1,876,267 1,258,337 2,565,042 3,122,217 674,444 1,298,847 1,878,444 21,327,945

7.7 4.2 22.5 4.4 1.7 8.8 5.9 12.0 14.6 3.2 6.1 8.8 100.0

841,769 269,879 914,701 231,102 78,329 262,381 285,263 631,790 553,889 197,039 494,985 610,181 5,371,308

15.7 5.0 17.0 4.3 1.5 4.9 5.3 11.8 10.3 3.7 9.2 11.4 100.0

759,252 215,446 344,212 305,214 62,240 140,290 149,740 378,838 438,734 155,477 419,396 427,991 3,796,830

20.0 5.7 9.1 8.0 1.6 3.7 3.9 10.0 11.6 4.1 11.0 11.3 100.0

268,211 408,826 1,646,335 485,912 171,215 606,993 395,603 1,084,082 1,285,453 258,238 688,724 935,482 8,235,074

3.3 5.0 20.0 5.9 2.1 7.4 4.8 13.2 15.6 3.1 8.4 11.4 100.0

上段：金額（百万円）
下段：構成比（％）
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図36 市（都）内総生産 経済活動別構成比の比較（名目、令和４年度） 

 

資料：「都民経済計算年報 令和４年度」、各政令指定都市公表の令和４年度市民経済計算 
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（２）市民市内（都民都内）比率 

市（都）内総生産に対する市（都）民総所得の比率である市民市内（都民都

内）比率をみると、大阪市は87.3％で、東京都及び12政令市の中で最も低く、

次いで福岡市が95.7％となっている。 

市（都）外からの受取所得よりも市（都）外への支払所得が多い場合、市（都）

内総生産よりも市（都）民総所得が小さくなり、市民市内（都民都内）比率が

100％を下回る。そのため、周辺地域から働きに出てきている人が多く、都市圏

において中核機能を有している地域はこの比率が小さくなる傾向にある。 

一方で、横浜市や川崎市など市民市内（都民都内）比率が100％を上回ってい

る地域は、周辺都市へ働きに出ている人が多く、都市圏において住宅都市とし

ての機能を有していることが多くなっている。 

 

表12 市（都）内総生産、市（都）民総所得及び市民市内（都民都内）比率（名目、

令和４年度） 

 

資料：「都民経済計算年報 令和４年度」、各政令指定都市公表の令和４年度市民経済計算 

 

図37 市民市内（都民都内）比率（令和４年度） 

 

資料：「都民経済計算年報 令和４年度」、各政令指定都市公表の令和４年度市民経済計算 

  

札幌市 仙台市 東京都 横浜市 川崎市 新潟市 名古屋市 京都市 大阪市 広島市 北九州市 福岡市

市（都）内総生産
（百万円）

7,703,833 5,008,962 120,219,929 14,762,975 5,957,997 3,233,481 14,390,430 6,769,221 21,327,945 5,371,308 3,796,830 8,235,074

市（都）民総所得
（百万円）

7,991,529 4,980,759 115,918,277 17,672,184 7,759,376 3,380,761 14,310,381 6,810,080 18,613,806 5,755,555 3,885,648 7,881,968

市民市内
（都民都内）比率
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２ 国際比較 

  大阪市の名目総生産は、ハンガリーには及ばないが、キューバやモロッコなど

よりも大きくなっている。 

 

図38 域内総生産（名目）の国際比較 
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付録２ 令和４年度市民経済循環図（名目） 

 

 

  

（単位：百万円）
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域外からの
要素所得（純）

△ 2,714,139
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付録３ 令和４年度市民経済計算相互連関図（名目） 
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付録４ 令和４年度の出来事及び主な投資 

 

 

  

4月 ・ 成人年齢を 18 歳とする改正民法が施行 ・ 大阪市域をスーパーシティ型国家戦略特別区域に指定 ・ 大阪公立大学の発足

・ 東証が約60年ぶりの見直し、５市場を３市場に再編 ・ 造幣局３年ぶりに桜の通り抜け再開 ・ 阪神百貨店梅田本店、建て替え工事経て全面開業

・ 近畿日本鉄道が「あをによし」の運行を開始 ・ OMO7大阪 by 星野リゾートがオープン

5月 ・ 経済安全保障推進法が成立 ・ 大阪水上バスなどが大阪・関西万博に向け観光船の ・ 通天閣 TOWER SLIDER がオープン

・ 沖縄本土復帰50年 社会実験を開始

・ 飲食店人数制限「1卓4人」解除

6月 ・ 主要7か国首脳会議(G7)がドイツで開幕 ・ 近畿２府４県の在住者を対象に、「大阪いらっしゃいキャ

・ FRBが約27年半ぶりの0.75％利上げを決定 ンペーン」を実施

・ 大阪・関西万博 大阪パビリオンの建築基本設計を発表

7月 ・ WHOがサル痘感染で緊急事態宣言を発出 ・ 大阪・関西万博 公式キャラクター愛称が「ミャクミャク ・ KOKO HOTEL 大阪心斎橋がオープン

・ 安倍元首相が奈良市内において参院選の街頭演説中に (MYAKU-MYAKU)」に決定 ・ チームラボ ボタニカルガーデン 大阪がオープン

銃撃され死亡 ・ 祇園祭「山鉾巡行」が 3 年ぶりに開催 ・ Metro Opus なんば店がオープン

8月 ・ 最低賃金の目安、過去最大の 31 円引き上げ ・ ピーチが大阪～ソウル線を約 2 年半ぶり再開 ・ 淀川花火大会３年ぶり開催

・ 京都の伝統行事「五山送り火」が3 年ぶりに開催

９月 ・ 政府・日銀が 24 年ぶり円買い為替介入 ・ 関西 3 空港懇談会 神戸空港への国際線就航で合意 ・ USJ、３年ぶりハロウィーンイベント完全復活

・ 西九州新幹線が開業

10月 ・ 東京外国為替市場で一時 1 ドル＝150 円台まで下落 ・ 「“日本中から”大阪いらっしゃいキャンペーン」)を実施

・ 政府が水際対策緩和、入国者数上限を撤廃

11月 ・ サッカーW 杯カタール大会が開催 ・ 大阪銀行協会が大阪手形交換所の業務を終了 ・ 大阪市プレミアム付商品券の利用が開始

・ OpenAI が生成 AI「ChatGPT」を公開

12月 ・ 被害者救済新法が成立

1月 ・ 中国のゼロコロナ政策が終了 ・ ロイヤルホテルがリーガロイヤルホテル大阪を売却

2月 ・ トルコ南部でM7.8の大地震発生 ・ アパホテル＆リゾート〈大阪梅田駅タワー〉がオープン

3月 ・ 全国人民代表大会で習近平国家主席が３選 ・ USJ が日中のパレードを２年半ぶりに再開 ・ ホテル京阪 なんば グランデがオープン

・ 大阪府が子ども食費支援事業(第１弾)の受付を開始 ・ 「うめきたエリア」に地下新駅が開通

参考:「アジア太平洋と関西　関西経済白書2023」（一般財団法人 アジア太平洋研究所）、「令和４年度大阪府民経済計算報告書」を参考に追記。

　不順な天候となり、東北北部・南部と北陸地方では梅雨明けが特定できなかった。（気象庁「2022年（令和4年）の日本の天候」）

世界と日本の動き 関西と大阪府の動き 大阪市の動き

令和４年度の出来事

・【物価】（国内の物価動向について）2022年（暦年）の「消費者物価指数」の総合指数は2020年を100として102.3となり、前年に比べ2.5％の上昇となった。

　生鮮食品を除く総合指数は102.1となり、前年に比べ2.3％の上昇、生鮮食品及びエネルギーを除く総合指数は100.5となり、前年に比べ1.1％の上昇となった。

　10大費目指数の動きを前年比でみると「食料」、「家具・家事用品」、「光熱・水道」等の８費目は上昇、「交通・通信」、「保健医療」は下落となった。

（総務省「2022年（令和4年）平均消費者物価指数の動向」）

・【気候】年平均気温は全国的に高く、特に北日本でかなり高くなった。令和３年12月～令和４年２月にかけては東・西日本では低温となり、日本海側を中心に大雪となった。8月は北・東日本で
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令和４年度における主な投資

商業施設

・三菱地所他「グラングリーン大阪」(R2.12～R6.9 うめきた公園・北街区賃貸棟等開業、R7 南街区賃貸棟
　開業、R9 全体開業 総工費約 6,000 億円)
・JR 西日本他「イノゲート大阪」、日本郵便他「JP タワー大阪」(R2.9～R6.7 約 968 億円)
・USJ スーパー・ニンテンドー・ワールド 2 期エリア「ドンキーコング・カントリー」(R3.9～R6.12)

観光・レジャー施設

・センタラホテルズ＆リゾーツ「センタラグランドホテル大阪」(R2.4～R5.3)
・三菱地所「大阪堂島浜タワー（カンデオホテル大阪ザ・タワー、オフィス等）」(R3.10～R6.7)
・アパグループ「アパホテル&リゾート〈大阪なんば駅前タワー〉」(R4.3～R6.12)
・ベントール・グリーンオーク「リーガロイヤルホテル大阪」改装（R5.1～R7 約 135 億円）
・NTT 都市開発「パティーナ大阪」（R5.1～R7）

拠点ビル・施設

・日本経済新聞社・大和ハウス工業「大阪・大手前一丁目プロジェクト（テレビ大阪、ダブルツリーbyヒルトン大阪
　城）」(R3.8～R6.5)
・西尾レントオール「大阪咲洲 R&D 国際交流センター」(R3.10～R5.7 約 150 億円)

工場

・奥野製薬工業 大阪・放出地区新工場建設(R3.6～R7 約 64 億円)
・武田薬品工業 大阪工場 血漿分画製剤の新製造施設(R5.3～R12 頃 1,000 億円)

教育・研究施設

・大阪府市「大阪公立大学森之宮１期・杉本・中百舌鳥・阿倍野キャンパス整備事業」(R3~R7 約 856 億円)
・ミズノ イノベーションセンター「MIZUNO ENGINE」(R3.4～R4.11  約50億円)
・相愛学園・大成建設「(仮称)本町四丁目プロジェクト(学校、オフィス、ホテル等)」（R4.11～　R8.3）

交通機関

・阪急京都線・千里線連続立体交差事業(淡路駅付近約7.1km)(H20.9～R13　2,326億円)
・JR東海道線支線地下移設･仮称JRうめきた駅工事(H27～R5  約700億円)
・阪神電鉄なんば線鉄道橋架替え工事(伝法駅～福駅)(H30.12～R14  560億円)
・大阪・関西万博会場夢洲への大阪メトロ中央線の延伸(R2.7 夢洲駅の建設着工～R7開業 376億円)
・関西高速鉄道 なにわ筋線(R3.1～R14  約3,300億円)
・大阪メトロ 森ノ宮新駅構想(R4.12～R10 約60億円)

その他

・阪神高速淀川左岸線2期工事(海老江JCT～豊崎)(H18～R15頃  2,957億円見込み)
・国土交通省近畿地方整備局「大手前合同庁舎」(R1.12～R4.9 約207億円)
・未来医療国際拠点「Nakanoshima Qross」(R3.11～R6.6 事業費:約200億～300億円)
・大阪港湾局「夢舞大橋・此花大橋6車線化(片側3車線化)工事」(R3～R4.11 約40億円)
・大和ハウス工業「DPL大阪舞洲」(R4.6～R6.7 約350億円)
・国土交通省近畿地方整備局「淀川大堰閘門設置事業」(R4.8～R6.10 躯体整備　約34億円)
・大阪府「一級河川木津川新水門築造工事」(R4.10～R13.2 約100億円)

「令和４年度大阪府民経済計算報告書」より抜粋（一部、加筆）


